The Iranian Family Protection Law (Ratified on 4 February 1975) : An Annotated Translation by 森田 豊子 et al.
68イスラーム地域研究ジャーナル　Vol. 7（2015.3）
原典研究
イラン家族保護法
（一九七五年二月四日成立）
訳・註
　
森田
　
豊子
 註
　
佐藤
　
秀信
貫井
　
万里
細谷
　
幸子
山﨑
　
和美
凡例
　
爲永
　
憲司
凡
　　
例
１
翻訳の底本には、イラン国会図書館所蔵の官報
（
1）掲載の家族保護法
（一三五三年一一月一五日／一九七五年二月四日成立） （
Q
ānūn-e Ḥ
em
āyat-e 
K
hānevāde, M
oṣavvab-e 1353/11/15 ）を用いた。
２
訳註に頻出する法律については、それぞれ以下のウェブサイトに掲載された原文を参照した。国会附属研究センター掲載のイラン・ スラーム共和国民法（一三一四年一月二〇日／一九三五年四月一〇日成立） （
Q
ānūn-e M
adanī, M
oṣavvab-e 
1314/1/20 ）
　
http://rc.m
ajlis.ir/fa/law
/show
/92778
国会附属研究センター掲載の民事訴訟 （一三一八年六月二五日／一九三九年九月一七日成立） （
Q
ānūn-e Ᾱ
yīn-e D
ādrasī-ye M
adanī, M
oṣavvab-e 1318/6/25 ）
　
http://rc.m
ajlis.ir/fa/law
/show
/93368
国会附属研究センター掲載の婚姻法（一三 年五月二 日／一九三一年八月一五日成立） （
Q
ānūn R
āje‘ be E
zdevāj, M
oṣavvab-e 1310/5/23 ）
　
http://rc.m
ajlis.ir/fa/law
/show
/92288
３
年代については、訳文ではペルシア語原文のヒジュラ太陽暦（イラン太陽暦）を西暦に換算した上で、ヒジュラ太陽暦／西暦の形式で記した。一方、註では必要な場合を除いて西暦のみ記した。ヒジュラ太陽暦を西暦に換算する際、年代 確定しがたい場合には「一三五三／一九七四―七五年」のように記した。
４
訳文中の括弧のうち、 「
　
」はペルシア語及びアラビア語の特殊用語、 ［
　
］
は訳者による語句の補足、 （
　
）は簡単な語彙の説明や言い換えを示す。ま
た、ペルシア語及びアラビア語のローマ字転写を挿入する際にも（
　
）を用
いた。
５
ペルシア語及びアラビ の転写法は大塚和夫他編『岩波イスラーム辞典』（岩波書店、二〇〇二年）の方式に拠った。
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第一条
　
夫婦間の問題および家族の紛争、選定後見人
（
2）の任命と解任、選定
管財人
（
3）の追加選任などの未成年に関わる事柄を原因とするすべての民事
上の争いについては県裁判所
（
4）で審理され、県裁判所がなければ、民事訴
訟法
（
5）の手続きを経ずに、郡裁判所
（
6）にて審理される。上記の問題は、裁
判のいずれの段階においても民事訴訟法の手続を経ずに審理される。
第二条
　
家族の紛争とは、妻、夫 子、父方の祖父、遺言指定管財人
（
7）と選
定後見人 間の民事的な紛争を意味する。それは、民法の第七編（婚姻と離婚――
妻の嫁入り道具
（
8）や婚資
（
9）に関わる紛争等） 、第八編（子） 、第九
編（家族）と第一〇編（財産処分の禁止
（
10）と後見） 、さらに民法第
一〇〇五条、第一〇 六条、第一〇二八条、第一〇二九条、第一〇三〇条（
11）や、 ︹裁判所の︺職権調査・決定事項
（
12）に関する法律の関連条項によっ
て生じる権利義務のことである。
第三条
　
裁判所は、紛争の内容と権利の所在を明らかにするために必要なあ
らゆる調査を実施し、措置を講ずることができる。すなわち、証人、関係者に対す やソーシャル・ワーカー
（
13）による支援など、適切なあら
ゆる措置を講ずることができる。
第四条
　
裁判所は、当事者のいずれか一方が財力に欠けていると判断した場
合、裁判費用、専門家及び調停人手当、その他諸費用の支払いを免除する。裁判所が当該人物のための国選弁護人
（
14）を直接任命する。財力に欠け
ている者が勝訴した場合、敗訴した側に財力があれば、裁判所の判決に基づき、敗訴した側 、上述の費用と国選弁護人の弁護料を支払う義務を負う。前条に記された弁護士と には裁判所の命令に従う義務がある。
第五条
　
裁判所は、当事者の一方から請求があった場合、婚姻や離婚の原則
に関わる審理を例外と て、紛争の内容を一名から三名までの調停人に付託する義務がある。裁判所は必要な場合、紛争を調停人に直接付託する。本法律の調停人は、民事訴訟法
（
15）に記載されている調停人の条件
（
16）に制
約されない。調停人が意見を表明する期間は裁判所が決定する。裁判所規定の期間内に上述の意見が得られない場合、裁判所が直接審理する。ただし、当事者双方が期間の延長に同意するか も くは裁判所が期間の延長を認定した場合を除く。
 
補
 則
　
当事者双方が調停人の任命に同意しない場合、もしくは自らの調停
人を紹介しない場合、裁判所が一人もしくは複数の調停人を当事者双方の親族、友人、知人の中から選任する。上述の人物が調停人になること
を拒否した場合、もしくは選任された人物が不在の場合、もしくは他の理由で出廷できない場合には、他の人物が調停人として選任される。
第六条
 
一人もしくは複数の調停人は、当事者間の和解に努める。和解が成
立しなかった場合には、決められた期間内に紛争の内容について自らの意見を書面にて裁判所に提出する。調停人の意見は、裁判所を通じて当事者双方に告知されるが、告知日から十日以内に異議申し立てが可能である。当事者双方が調停に同意する場合 裁判所は調停意見の実施命令を下す。ただし、調停人の判断が関連する法律に違反する場合、無効となる。当事者双方の一方が調停意見 異議を申し立てた場合、期間内に回答がない場合、もしくは調停人の判断が関連する法律に違反する場合には、裁判所は問題の審理を行い 適切な判決を下し 和解不能証明書
（
17）を発行する。
第七条
 
妻と夫が家族の問題から生じる紛争において相手側を提訴した場
合、先に訴状を受け取った裁判所 管轄権を有 。また、一日に二つまたは複数の提訴が裁判所になされた場合には、妻の居住地の が管轄権を有する。夫婦の一方が国外在住の場合、イランに居住 ている側の居住地の裁判所が管轄権を有する。夫婦双方が国外在住の場合、テヘラン県の裁判所が審理の管轄権を有する。
 
補
 則
　
本法律では、上記の件で紛争当事者双方が国外在住の場合、当事者
双方の居住地区の裁判所、もしくは管轄権を有する機関にも提訴できる。この場合、国外の裁判所と機関の判決および決定に利害関係を有する者が異議をとなえ、イランの規則や法律に違反していると申し立てる際には、判決 告知もしくは決定の確定日から一か月以内に申し立て理由を述べ、訴状とそ 根拠となる書類を付して、滞在国のイラン領事館
（
18）を通じてテヘラン県裁判所に提出する。 ︹テヘラン県︺裁判所は問
題を審理し、適切な を下す。 ︹テヘラン県︺裁判所の命令として判決の写しが、法的措置を求めて関係する領事館に送付される。 外の裁判所および機関の判決および 定は、法的に登録簿もしくは領事館の登録簿に登録されなければなら い。当事者双方が同意した場合、もしくは規定の猶予期間内に異議の申し立てがなされなかった場合には、問題なしとされる。そうで い場合、テヘラン県裁判所で下された判決の通知に従う。
第八条
 
下記の場合、状況に応じて妻または夫は、裁判所に和解不能証明書
の発行を請求することができる。裁判所はその請求を受けた場合、和解不
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能証明書を発行する。
 （一）
 
離婚に対する夫婦の同意。
 （二）
 
 夫が妻への扶養料
（
19）の支払いを拒否する、および扶養料の支払義
務を果たす能力がない場合。夫が妻に認められている他の権利を果たさない、および義務を履行する能力がない場合。
 （三）
 
妻が夫に服従
（
20）しない場合。
 （四）
 
 共同生活の継続に支障をきたす程度 夫婦どちらかの不品行、もしくは不適切な交際が存在する場合。
 （五）
 
 夫婦のいずれか一方が、夫婦関係を持続すれば相手を危険にさらすような不治の病に罹患した場合。
 （六）
 
 夫婦のいずれか一方 、婚姻解消
（
21）のできない程度の狂気の状態
（
22）
になった場合。
 （七）
 
 禁止されている職業に就く、もしくは家族の利益を損ねる、あるいは夫または妻の名誉を棄損する職業 就くことで裁判所の命令に違反している場合。
 （八）
 
 妻また に五年もしくはそ 以上の禁固刑が確定した場合、もしくは罰金未納のために五年拘束さ るに至る罰金刑 もしくは合計して最大限五年もしくはそれ以上の禁固刑と罰金 言い渡される判決が出て拘束されているか、判決による刑罰が執行中の場合。
 （九）
 
 いかなる種類であっても有害な薬物の常習者
（
23）になり、家族の生
活基盤が損なわれ、夫婦生活を続けることが不可能であると裁判所が判断した場合。
 （一〇）
 夫が二人目の妻を娶ろうとした場合、もしくは妻 ちを公正に扱えないと裁判所が 断 た場合。
 （一一）
 夫婦のいずれか一方 家庭生活を放棄した場合。家庭生活を放棄したか否かの判断は裁判所が行う。
 （一二）
 夫婦のいずれ 一方が、家族の名誉
（
24）と配偶者の尊厳を侵害する
罪を犯し、刑が確定した場合。家族の名誉と尊厳を毀損す ような罪であるかどうかにつ ては、夫婦の状況、慣習
（
25）、その他の
基準を考慮して 裁判所が判断する
 （一三）
 夫婦のいずれか一方 申し立てにより いずれかが不妊とされた場合
（
26）。余病や身体的な特徴を理由に子を持つことができ
ない場合。
 （一四）
 民法第一〇二九条
（
27）の規定に則り、失踪し、行方不明
（
28）の場合。
 
補
 則
 
本法律および和解不能証明書の発行に基づいて実現した離婚につい
ては、待婚期間
（
29）内に書面による当事者間の合意があれば離婚取消
（
30）
ができる。
第九条
 
婚姻法の第四条
（
31）に基づいて婚姻契約をした当事者双方のいずれ
か一方が、委任された離婚権
（
32）を行使しようとする場合には、当該条項
に基づいて裁判所に提訴しなければならず、裁判所が条件に違反していると判断した場合 和解不能証明書を発行する。
第一〇条
　
離婚宣言
（
33）の執行とその登録は裁判所の審理の後、および和解不
能証明書の発行の後に行われる。和解不能証明書の請求者は正当な理由が記入されている請求書を裁判所に提出しなければならない。請求書の受領後、裁判所は直接 、もしくは一人もしくは複数の調停人を通じて夫婦間の和解と離婚回避に努める。裁判所の努力にもかかわらず、和解が成立しなかった場合は、本法律 第八条に従って和解不能証明書が発行される。離婚登録所
（
34）は上記の証明書を受け取った後、離婚宣言を執行し、登録を
行う。婚姻契約を結んだ夫婦のいずれかが、和解不能証明書を取得せずに離婚しようとする場合に 六か月から一年の軽禁錮
（
35）に処される。同様
に、 ︹このような︺離婚を登録した離婚登録所 長も処罰を受ける。
第一一条
　
当事者双方のいずれか一方が不品行と配偶者への義務の不履行を
根拠とする和解不能証明書発行の請求を行った場合、夫婦の状況と年齢、婚姻期間を考慮し、請求者に財力がないことと他方 ︹財政的な︺余裕があることを条件として、裁判所が請求者への月々の支払について決定できる。上記の支払は勝訴 た側が再婚したとき、あるいは十分な収入 獲得したとき、もしくは敗訴 た側が減収し 場合、もしくは勝訴した側が死亡した場合に 、裁判所の決定から減額されるか、もしくは無効となる。第八条の第五項と第六項に基づいて和解不能証明書が発行される場合には、上記の 件に従い、月々の支払を病人も くは狂人
（
36）も負う。
これは、婚姻契約後に病気もしく 精神異常に罹患した場合 条件とおり、健康を回復 場合には︹月々の支払 関する︺裁判 の決定は無効となる。
第一二条
　
和解不能証明書が発行された場合は常に、裁判所は子の養育と待
婚期間中の扶養料の額 、夫婦双方の品行と財政状況、子の利益
（
37）に考
慮して決定する。裁判所は 子が母親も くは他の人物の下におかれる場
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合には、養育方法とその費用を明確にする。妻への扶養料は夫の収入と財産から、子への養育費と第十一条に規定された月々の支払額は、夫または妻、もしく 夫婦双 の収入と財産から、たとえ年金であってもそこから支払われる。裁判所はすべての子に対し、夫または妻、もしくは夫婦双方の収入と財 支払額を算定し、支払にあたって確実な方法を定める。裁判所は、同様に夫婦双方の︹子と ︺面会の手順を決め 父親または母親が行方不明にな か、また 死去 た場合、裁判所の判断によって、子との面会権が他の親族に与えられる。
第一項
　
本法律の成立前に離婚した親の子に対し、養育と監護の費用が確実
に支払われていなかった場合、本法律が適用される。
第二項
　
妻および子へ 法定扶養料の支払は他の負債よりも優先される。
第一三条
　
子の両親、親族、地方検察庁検察官もしくは他の人物のいずれか
による申し立てに従っ 、以前の取決めの有無 限らず、子の監護 方法の変更が必要であると判断された場合 もしくは子の養育と監護が確実に履行されていないと判断さ た場合、裁判所は子の監護について審理を行い、適任者 委託する。監護費用は 裁判所の 定により 義務があとされた人物が負担する。
第一四条
　
子の監護を委託された人物が監護の義務を怠った、もしくは子と
の面会権を有する人物との面会を妨害した 家庭 が判断した場合は常に、当該人物は 毎回、千リヤールから一万リヤールの罰金が科される。繰り返された場合、上記の最高額の罰金が科される。裁判所は、上記の刑の確定に加えて、必要な場合、子の監護のために他 人物を任命することができる。本条での判決が刑法違反をしている被疑者への告発を妨害すると認定される場合には 本条の決定は行われない。
第一項
　
父親か母親、もしくは子の監護を委任されている者は、双方で決め
た居住地以外の地方、離婚する以前の居住地以外の地方、もしくは両親同意なしに︹子を︺国外に連れ出すこと できない。ただし、必要 応じて裁判所の許可を得た場合を除く。
第二項
　
本条および第一一条が対象とする費用は、政府が設置する予定の家
族保護基金に支払われる。受益者への上記費用の支払方法は 閣議で決定される規則に従う。
第一五条
　︹自身の︺父親の自然後見
（
38）下にある未成年の子を管理すること
において、その父親に行為能力がない、もしくは背任行為を行った場合、
もしくは無能力者
（
39）であることが証明された場合、あるいは父親の死去
した場合、地方検察庁検察官からの請求および県裁判所の承認によって、︹子の︺後見の権利は父方の祖父もしくは母親
（
40）のいずれかに帰属する。
ただし、彼らに能力がない場合を除く。その場合には措置法に基づき選定後見人もしくは選定管財人が選任される。裁判所は必要な場合、未成年者の管理を父方の祖父もしくは母親から地方検察庁検察官の監督下に移管する。未成年の子の母親が再婚した場合には、 ︹母親は︺その子に対する後見の権利を失う。こ 場合、未成年者 父方の祖父を持たない場合、もしくは父方の祖父が未成年者を管理する能力がない場合には、地方検察庁検察官の助言によって、裁判所が未成年者の母親もしくはその資格を有する人物を選定管財人もしくは選定後見人と て任命する。裁判所が職権によって、もしくは地方検察庁検察官 意見 基づいて定めた選定管財人は未成年を管理する。
第一六条
　
夫は下記の場合を除いて二人目の妻を娶ることができない。
 （一）最初の妻の同意がある場合。 （二）最初の妻が夫婦の義務を履行する能力がない場合。 （三）妻が夫に服従しない場合。 （四）
  妻が第八条第五項と第六項に相当する狂気の状態もしくは不治の病に罹患した場合。
 （五）妻が第八条第八項 相当する有罪判決を受けた場合。 （六）
  妻が第八条第九項に相当するいかなる種類であっても有害な薬物の常習者になった場合。
 （七）妻が家庭生活を放棄した場合。 （八）妻の不妊の場合。 （九）第八条第十四項に相当する、 の失踪もしくは行方不明の場合。第一七条
　
請求者は裁判所に二通の請求書を提出し、その理由を請求書に記
入しなければならない。請求書の一通は審理の日時が決定するまでに請求者の配偶者に渡される。裁判所は、必要な措置をとり、可能な場合には現在の妻に対して、夫の財力の有無、第十六条の第一項が公正に遂行されたかどうかを調査したうえで、新たな妻を娶る許可を下す。上記の場合はいずれにも最初 妻は、希望す ば、 から和解不能証明書を得る権利を保有している。妻のいる男性が裁判所から許可を得ることなく︹別 妻と︺婚姻をしよ とした場合、六か月から一年の禁錮刑に処される 婚姻
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契約の執行者、婚姻登録所の所長、相手が既婚者であることを知る新たな妻も同罪となる。最初の妻が赦免した場合、夫と新しい妻に対してのみ、刑事告訴、もしくは刑罰の執行が停止される。
第一八条
　
夫は、裁判所の承認を得て、自らの妻が、家族の利益または自身
や妻の名誉を侵害する職業に従事することを禁止できる。妻もまた裁判所に同様の請求ができる。裁判所は、家計に問題が生じなければ、夫が上記の職業に従事することを禁止す
第一九条
　
下記のような場合には、裁判所の決定が確定する。それ以外の場
合のみ控訴の余地があ 。
 （一）和解不能証明書の発行。 （二）待婚期間の扶養料および子の養育費の決定。 （三）子の監護。 （四）子との面会権。 （五）第十六条に定められた︹裁判所の︺許可。 補
 則
　
本条項の第二項、第三項、第四項に関し、両親、もしくは裁判所に
よって定められた保護者の状況の変化に伴い、扶養料と養育・監護の費用、子との面会権などが修正される必要が生じた場合、裁判所は前回の決定を修正することができる。
第二〇条
　
紛争の当事者双方もしくは当事者の一方は、訴訟の主題に入る前
に子の監護と養育費、妻への扶養料の問題を緊急に審理し、これについて取り決めることを︹裁判所に︺請求できる。取り決めがなされた場合、裁判所の暫定措置が直ちに執行される。
第二一条
　
和解不能証明書の有効期間は発行の日付から三か月である。期間
内に上記証明書が離婚登録所 提出 ない場合、無効となる。和解不能証明書が離婚登録所に提出されると、夫婦のいずれか 居住区から他方に対して一か月の猶予期間が超過しないうちに離婚宣言とそ 登録 た出頭するよう 警告される。決められた猶予期間内に出頭しない場合には、離婚登録所が夫婦いずれかの請求に応じて離婚を執行し、登録する義務を負う。
第二二条
　
妻へ扶養料を支払う余裕のある者が義務を履行しない場合、もし
くは扶養の義務のある他の人物への扶養費 支払いを拒否した場合には三か月から一年の軽禁錮に処される。刑事告発は個人の疑義による告訴を基にし、告訴の取り下げ、もしくは離婚の成立によって、妻による刑事告発
および刑の執行は停止される。
第二三条
　
十八歳に達していない女性および二十歳に達していない男性の結
婚は禁止される。ただし、必要な場合には、例外的に女性が十五歳以下でなく、身体的にも精神的にも夫婦生活を営なむ能力がある場合、地方検察庁検察官の助言と県裁判所の承認によって、年齢要件の免除が可能となる。本条項の規定に反して法定婚姻年齢に達していない者と結婚した女性もしくは男性は一三一六／
一九三七
年に成立した︹改正︺婚姻法第三条
（
41）
の規定により処罰される。
　
補
 則
　
司法省から婚姻登録所への通知により、婚姻登録所は、上記の証明
書の請求に加えて、一三一七／一九三八年に成立した婚姻証明書法第二条
（
42）における親子関係もしくは夫婦関係を結ぶときに害となる病気や、
その他の余病の原因になる病気、その他の要素についての健康状態を示す証明書を請求することが義務づけられている。上記の病気その他の要素は保健省および司法省が決定する。
第二四条
　
家族問題の審理は傍聴人がいない裁判所で行われる。
第二五条
　
裁判所の判決 執行 司法省 策定した規則に基づいて行われ
る。
 
補
 則
　
裁判所の判決に基づき、月々もしくは恒常的に敗訴者が支払いをす
るという方法がとられる場合、一度 執行請求の発行で十分である。裁判所から別の命令 出ない限り、執行官
（
43）は執行義務の履行を続けさ
せる義務がある。
第二六条
　
本法律の規定は、これまで最終の判決が出ていない案件に執行さ
れる。
第二七条
　
本法律の実施規則は司法省が策定し、閣議で決定された後に施行
される。
第二八条
　
一三四六年に成立した家族保護法とそれに付随するその他の規則
は、一般刑罰法の第二一四条
（
44）と同様に、この法律の日付から無効とな
る。本法律は二八条と十の補則から成っており、一三五三年十月一六日月曜日の上院
（
45）で可決した後、一三五三年一一月一五日に国民議会
（
46）で可
決した。
 
国民議会議長
　
アブドッラー・リヤーズィー
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る。
（
6） 「家族保護法 （一九六七年六月一五日成立） 」六一頁、註二において、 「 『県裁判所がなければ』の箇所は、 『県裁判所ではなく』との解釈も可能である」と書かれているが、これは、イラン・イスラーム共和国国会附属研究センターがウェブサイトに掲載した家族保護法を底本にした訳に基づいたものであった。その後、ウェブサイト上の底本のテキストと国会図書館所蔵の国民議会官報のテキストが異なっていること 判明した。官報のテキ トから訳出すると、一九六七年 家族保護法第一条は、 「夫婦間 問題および家族の紛争を原因とするすべての民事上の争いについては、県裁判所で審理され、県裁判所のない場所では、民事訴訟法の手続きを経ずに、郡裁判所にて審理される」 なる。このことから、裁判管轄に関する一九六七年家族保護法第一条および一九七五年の家族保護法第一条の記述は、同一であると訂正したい。
（
7） 「家族保護法 （一九六七年六月一五日成立） 」六一頁、註四参照。
（
8）
jahīzīye. 嫁入り道具。結婚に際しては、花嫁側の家族が新婚夫婦のための家財道
具一式を準備する。イスラーム法の婚姻契約 （
‘aqd ） の一部として支払われる婚
資 （
m
ahr ） とは異なり、嫁入り道具の準備は慣習であって、イスラーム法 婚姻
契約には含まれない。嫁入り道具は妻の所有物とされる。なお、離婚時の夫による婚資不払いは刑事裁判となり得るが、離婚時に夫が嫁入り道具を妻に返還しない等の紛争は、あくまで民事訴訟の対象となる。婚姻契約に関しては 「家族保護法 （一九六七年六月一五日成立） 」六三頁、註三二を参照。
（
9） 貫井万里、森田豊子 （訳・註） 、佐藤秀信、細谷幸子、山﨑和美 （註 、爲永憲司（凡例） 「イラン家族保護法案 （二〇一二年一月二三日司法権公表） 」 『イスラーム地域研究ジャーナル』第五号 早稲田大学イスラーム地域研究機構、二〇一三年）一五五頁、註七を参照。
（
10） 「イラン家族保護法案 （二〇一二年一月二三日司法権公表） 」一五六頁、註一一を参照。
（
11） 「家族保護法 （一九六七年六月一五日成立） 」六一頁 註八～一 を参照。
（
12） 「家族保護法 （一九六七年六月一五日成立） 」六一頁、註一三を参照。
（
13） 「家族保護法 （一九六七年六月一五日成立） 」六一頁、 一四を参照。
（
14） 「イラン家族保護法案 （二〇一二年 月二三日司法権公表 」 五七頁、註一八を参照。
（
15）
qānūn-e āyīnām
e-ye dādrasī. 民事訴訟法。原文では民事 （
m
adanī ） の部分が欠如し
ているが、一九四〇年一月に成立した民事訴訟法 （
qānūn-e āyīn-e dādrasī-ye 
m
adanī ） と同一の語と考えられる。
（
16） 民事訴訟法第六三二～六八〇条は、調停人の選任、条件、手続 活動範囲、不調
　︻註︼
（
1）
M
ajles-e S
h
ow
rā-ye M
ellī, M
a
jm
ū
ye-ye Q
a
vā
n
īn
 B
īst o
 S
evvo
m
īn
 D
o
w
re-ye 
Q
ānūngozārī, N
o.13 and 15, C
hāpkhāne-ye M
ajles-e Show
rā-ye M
ellī, n.d. pp.6536-6549.
（
2） 森田豊子 （訳・註） 、佐藤秀信、貫井万里、細谷幸子、山﨑和美 （註） 、爲永憲司（凡例） 「家族保護法 （一九六七年六月一五日成立） 」 『イスラーム地域研究ジャーナル』第六号 （早稲田大学イスラーム地域研究機構、二〇一四年） 六一頁、註五参照。
（
3）
am
īn. 選定管財人。民法一一八四条によると、自然後見人 （
valī-ye qahrī ） が一人で
制限行為能力者の財産管理を行う能力がない場合には、後見人と協力して財産管理を行える信頼できる人物を選定すること できる。この人物のこ を選定管人という （
S
eyyed Ḥ
oseyn Ṣ
afāʻī, A
sadollāh E
m
ām
ī, M
okhtaṣar-e Ḥ
oqūqe-e K
hānevāde, 
chāp-e sī o chahārom
, Tehrān; N
ashr-e M
īzān, 1392 (kh.)/2013, p.433 ） 。なお、シーリー
ン・エバーディーは、 「職権調査・決定事項に関する法律」の第一〇三条に基づき、母親の胎内の子の財産について、後見 がいない場合には選定管財人が選定されるとしている。同法第一〇九条では 胎児の母親がその資格を持つとしている（S
hīrīn E
bādī, Ḥ
oqūq-e K
ūdak, chāp-e chahārom
, Tehrān; K
ānūn, 1375 (kh.)/ 1996-97, 
p.85 ） 。
（
4）
dādgāh-e shahrestān. 県裁判所。 「家族保護法 （一九六七年六月一五日成立） 」六十
頁、註二参照。
（
5） 一九三九年九月一七日に成立し、一九七五年時点にて運用されていた民事訴訟法は、総則 （第一～九章） 、第一編裁判所管轄 （第一〇～五七条） 、第二編訴訟代理人 （第五八～六九条） 、第三編 一審 （第七〇～四七四 ） 、第四編控訴審 第四七五～五二〇条） 、第五編判決に不服がある場合の特別手段 （ 五二一～六一〇条、上告審等） 、第六編期限 （第六一一～六二二条） 、第 編和解 （第六二三～六三一条） 、第八編調停 六三二～六七〇条） 、第九編手数料 （第六八一～七〇八条） 、第十編損害補償及び義務履行の強制 （第七〇九～七三〇条 十一編時効 （第七三一～七 八条） から構成される。パフラヴィー朝期の民事裁判は上訴内容や審理過程などによるが、第三編から第五編第 章までの規定をもって、第一審が県裁判所又は郡裁判所 二審が州裁判所、第三 最高裁判所と想定される。民事訴訟法第五二一 五 が規定する終審条件が厳格であるため、実質的には大半の は 二審までであったと推測される （なお、民事訴訟法は審級数について直接規定してい い） 。第一 本文の「 のどの段階」は、訴状の提出から判決確定までの一連の流れの中にあるもの 考えら また第一条本文の「県裁 所のない場所」は、民事訴訟法 一九 同じ規定であ
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時の対応などに関し、様々かつ詳細に規定する。民事訴訟法は、裁判所の有罪判決または特定の命令を受けた者が調停人 なることを禁じる。また 調停当事者双方が調停人を選任しない場合、裁判所が係争によって利益を得る関係者、利害が直接及ぶ近親者、その代理人 司法関係者等以外の中立的立場にあり、三〇歳以上等の条件を満たす候補者の中からくじ引きによって選任する。革命後に民事訴訟法から代替され 一般・革 裁判所訴訟法民法編第四五四～五〇一条は、的行為能力を有さない者または裁判所の 決によって禁じられた者が調停人 なることはできないと規定するほか が選任する場合は、二五歳以上等の条件変更を除き、民事訴訟法の当該部分を概ね踏襲する。
（
17） 「イラン家族保護法案 （二〇一二年一月二三日司法権公表） 」一五七頁、註一六を参照。
（
18）
konsūlgarī. 領事館又は大使館領事部門。
konsūlgarī は、通常「領事館」と訳され
るが、ハサン・アンヴァリーの『言葉小辞典 （
Ḥ
asan A
nvarī, F
arhang-e F
eshorde-ye 
Sokhan, chāp-e davāzdahom
, Tehrān: E
nteshārāt-e S
okhān, 1390(kh.)/2011-12, p.1855 ） 』
が「領事及びその関係職員が職務を果たす場所」と説明しているとおり、大使館内の領事部門をも包含すると解釈される。一九八五年四月一七日成立 外務省設置法 （
qānūn-e vaẓāyef-e vezārat-e om
ūr-e khāreje ）第一条第二項は、外務省の義務
を、 「関係法令に基づき 外国及び国際機関に政治代表部及び領事代表部（nam
āyandegī-hā-ye siyāsī va konsūlī ） を設置し、運営する」と規定し、外国政府の
外交使節団が置かれる大使館と領事業務のみを扱う領事部門を区分して るが、接受国における領事部門は、大使館内、大使館以外におかれる場合は 事館にあるのが実態である。 館は、館長の階級に応じ、総領事館、領事館、副領事館、代理領事などに区分される 、大半は総領事館又は である。接受国の国籍を有する名誉領事が本稿の第七条補則に該当するかは、接受国 の規定によるものと考えられる。な 、 「領事関係に関するウィーン条約」第三条 、 「領事任務は、領事機関によって遂行される。領事任務は、また こ 条約の定めるところにより 外交使節団によっても遂行 」と規定し、 「外交関係に するウィーン条約」第三条第二項は、 「この条約 いかなる規定も 使節団による領事任務の遂行を妨げるものと解しては らない」と規定す 。
（
19）
nafaqe. 扶養料。イスラーム法では夫婦間、親族間、奴隷とその主人の間、動物
とその所有者の間に扶養義務が生じる （大塚和夫他『岩波イスラーム辞典』一〇二五頁） とされている。イラン 民法一一〇六条では妻 扶養 夫の義務であるとし、一一〇七条では妻への扶養料 「住居、衣服、食事 家具などの費用」と定めている。子に対する扶養料は親族間の扶養料の一種とされ、妻へ 扶養料と同様の費用に教育費を合わせた費用として算定され （
S
eyyed Ḥ
oseyn 
Ṣ
afāʻī, A
sadollāh E
m
ām
ī, M
okhtaṣar-e Ḥ
oqūqe-e K
hānevāde, p.145 ） 。
（
20）
tam
kīn. 服従。 「狭義の服従」とは、それを妨げる正当な理由がない限り、妻が夫
との性交を受け入れ、拒否しないことを意味する。夫にも、妻と性的な関係を持つこ を義務づけられている。他方、 「広義の服従」は、法律 （
qānūn ） や慣習法
（
‘orf ） の範囲内で、妻が夫による家族の監督に従うことを意味する。しかし、夫
が法を逸脱し、不当な要求を妻にした場合 妻には夫に服従する義務はない。例えば、夫が妻に宗教的義務の遂行を妨げ り、妻の財産を夫に移譲するよう要求したりした場合、妻は夫に服従しなくともよい。夫は、妻の行動や交友を管理することができるが、それ 、通例を逸脱した のであってはならない。夫の家族を監督する地位と妻の服従の義務とは、家庭の事柄、子の教育、妻の交際や行動に夫婦間で意見の違いがある場合 妻は夫 意見に従う必要があること 意味する。法律用語 は、服従しないことを「 服従 （
noshūz ） 」という。妻が「不服
従」の場合、夫は裁判所に訴え、妻に服従 強制することができ 「不服従」と見なされた妻は夫に扶養料を請求する ができない 民法一一〇八条） 。但し、妻が、夫から課された危害を理由に 家を離れる場合 もしくは、夫の性病を理由に性交を拒む場合に 、妻の扶養料請求権は剝奪され い （民法一一二七条） 。夫の「不服従」もしくは義務 不履行の場合、妻は裁判所に夫が義務を履行するよう要求する権利がある。加えて 夫の「不服従」 悪意あるものと見なされ、証明された場合 妻は裁判所に離婚を請求するこ できる （
Seyyed 
Ḥ
oseyn Ṣ
afāʻī, A
sadollāh E
m
ām
ī, M
okhtaṣar-e Ḥ
oqūq-e K
hānevāde, pp.131-132 、柳橋
博之『イスラーム家族法』創文社、二〇〇一年、二三九―二四五頁） 。
（
21）
faskh-e nekāh. 婚姻取消。 「イラン家族保護法案 （二〇一二年一月二三日司法権公
表） 」一五五頁、註六参照。狭義の「ファスフ
faskh 」は、婚姻の無効を宣告する
判決を指し、後発的な事由による婚姻の自動的解消と る （柳橋博之『イスラーム家族法』 、二五九頁） 。
（
22）
jonūn. 狂気の状態。法律用語としての
jonūn
は、精神的な動揺・混乱によって人
間としての理性 （
‘aql ） が隠れている状況、すなわち思考力・理解力を失った状態
を指す。同様に、イスラーム法学上の概念としての
jonūn
も、責任の最も重要な
柱である理性の反意語として用いられる。ペルシア語
jonūn
は、医学的見地か
ら定義された用語ではなく、差別的な意味合いも含む。イランでは現在で 法律用語として
jonūn
の語が使用されている。
（
23） 「家族保護法 （一九六七年六月一五日成立） 」六二頁、註二三参照。
（
24） 「家族保護法 （一九六七年六月一五日成立） 」六二頁、註二四参照。
（
25） 「家族保護法 （一九六七年六月一五日成立 」六三頁、註二五参照。
（
26）
‘aqīm
 būdan. 不妊。一九七六年から一九八一年の期間にシーラーズの離婚法廷の
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記録 （
deta available in court divorce fi
les ） を調査したアーガージャニヤーンは、以
下の点を指摘している。イランでは子をもつことが宗教的にも文化的にも奨励されており、不妊は離婚・多妻婚の正当な理由となるが、離婚の理由として不妊を挙げた夫婦は約二％に過ぎず、複数 妻をもつ男性は全妻帯者の約一％に留まっていた。一方で、その理由が不妊とは限らないとしても、離婚した夫婦の五一．九％には子どもがいなかったことから、子をもた い状況が離婚を決断させるつの要因 なっている可能性が高い。なお 一九七〇年代のイランの離婚率は、人口一〇〇〇対〇．六で、革命後の離婚率よりも高かった （
A
ghajanian, A
., “Som
e 
N
otes on D
ivorce in Iran”, Journal of M
arriage and F
am
ily, Vol.48, N
o.4, 1986, pp.749-
755 ） 。
（
27） 民法一〇二九条では、四年間失踪状態にある人物の妻は離婚請求ができることになっている。
（
28）
ghāyeb-e m
afqūd al-asar. 失踪および行方不明。民法第一〇一一条では「失踪者と
は、比較的長い期間いなくなり、連絡も取 ない状態の人物をいう」と定義されている。日本では七年 行方不明 場合、失踪宣告できるが、イランでは具体的な期間が定められているわけではない。
（
29） 「イラン家族保護法案 （二〇一 年一月二三日司法権公表） 」一五八頁、註二三を参照。
（
30） 「イラン家族保護法案 （二〇一二年一月二三日司法権公表） 」一五五頁、註六を参照。
（
31） 「家族保護法 （一九六七年六月一五日成立） 」六二頁、註二二を参照。
（
32） 「イラン家族保護法案 （二〇一二年 月二三日司法権公表） 」一五七頁、註一七を参照。
（
33） 「イラン家族保護法案 （二〇一二年一月二三日司法権公表） 」 五八頁、註二二を参照。
（
34） 「イラン家族保護法案 （二〇一二年 月 三日司法権公表） 」 五八頁、註二〇を参照。
（
35）
ḥabs-e jonḥe’i. 軽禁錮。六一日～三年の有期禁錮の刑罰。一九二六年一月二七日
に成立し、一九七三年五月に改正された一般刑法 （
qānūn-e m
ojāzāt-e ʻom
ūm
ī ）第
七条は、刑罰の種類を重い順に、死刑や一定期間以上の禁錮の対象となる重罪（jenāyat ） 、一定期間以下の禁錮や罰金の対象となる軽罪 （
jonḥe ） 、罰金 （科料） の
対象となる違警罪 （
khelāf ） に区分する。同法第八条は、重罪の基本的罰則を、死
刑、無期禁錮、三～一五年の第一級重禁錮 二～一〇年の第二級重禁錮に区分する。同法第九条は 軽罪の基本的な罰則を、六一日 三年の軽禁錮又は五〇〇一リヤール以上の罰金に区分する （同法第八条補則は、それまで 旧一般刑法に定
められた懲役刑を廃し、全ての拘禁刑を禁錮と定める） 。同法第一二条は、違警罪の基本的罰則を二〇〇リヤール以上、五〇〇〇リヤール以下の罰金に区分する（同法第一一条は、六一日以下の拘留判決は五〇〇一～三万リヤールの罰金に代替されると定める） 。重罪、軽罪及び違警罪という犯罪の三区分は、フランス刑法の流れを汲むものであり、一八八〇年公布 日本の旧刑法も同様の理解に立っていた。イランでは、一九二六年 月二七日成立の旧一般刑法が、重罪、大きな軽罪 （
jonḥe-ye m
ohem
m
） 、小さな軽罪 （
jonḥe-ye kūchek / taqṣīr ） 、違警罪と四区分
を採ったが、前述のように一九七三年に三区分となり、イラン革命後の一九九一年に成立し イスラーム刑法 （
qānūn-e m
ojāzāt-e eslām
ī ） 第一二条は、刑罰を身体
刑 （
ḥodūd ） 、同害報復刑 （
qeṣāṣ ） 、賠償金 （
diyāt ） 、矯正刑 （
ta’zīrāt ） 、抑止刑
（
m
ojāzāt-ha-ye bāzdarande ） の五区分であると規定し、同法第一六条及び第一七条
は、矯正刑及び抑止刑が禁錮を含むと規定する。二〇一 年五月に 面改訂されたイスラーム 法第一四条は、抑止刑を廃した四区分とし 同法第一九条は、矯正刑を八段階に設定し、禁錮の期間や罰金の額などを定める
（
36）
m
ajnūn. 狂人。狂気 （
jonūn: 前述の註二一を参照） の状態にある者の意。日本語の
「狂人」は差別用語とされ、現在は使用されていない。しかし、ペルシア語のm
ajnūn
は、医学的見地から定義された用語ではなく、差別的な意味合いも含むた
め、ここではあえて「狂人」の訳語を使用している。なお、イランでは現在でも法律用語として
m
ajnūn
の語が使用されている。
（
37） 「イラン家族保護法案 （二〇一二年一月二三日司法権公表） 」一五九頁、註二四を参照。
（
38） 「家族保護法 （一九六七年六月一五日成立） 」六二頁、註四参照。
（
39）
‘adam
-e qodrat. 無能力者。文字通り能力 （
qodrat ） がない （
‘adam
） としてこの用語
を使用しているが、現在日本では法律上「無能力者」という言葉は差別用語であるとして、使用されておらず 「制限行為能力者」という言葉が され るしかし、本法律が一九七五年に成立した法律であり、当時は上記のような差別用語と て取り扱われ なかったということから、文字通りに訳出した。
（
40） 民法では、子どもの財産管理ができる後見人は父親もしくは父方の祖父と決まっている。後見の権利 母親に帰属させるこの規定は、これまでイランでは認められてこなかった。他方 子どもを育てることを意味する監護に関しては、イランの民法一一六八条では、二人の親が負う義務であるとされている。も 親が離婚などで離れて暮らす場合には、民法一一六九条の規定で、息子は二歳まで、娘は七歳までは子どもの世話は優先的に 行うが、それ以降は父親のもとに送られることになる。
（
41）一九三七年四月一八日に改正された婚姻法第三条 （
http://rc.m
ajlis.ir/fa/law
/
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show
/93100, accessed 14 N
ovem
ber 2013 ）によれば、民法第一〇四一条に反して、
法定結婚年齢に達していない者と婚姻した者は誰でも、六か月から二年の禁固刑に処されるとされている。一三歳に達していない少女と婚姻した場合には、少なくとも、二年から三年の禁固刑が宣告され、両者に二千リヤールから二万リヤールの罰金刑が科せられる可能性もある。上記規定に違反して婚姻した結果、妻が四肢の欠陥や慢性的な疾病に至った場合、夫は五年から十年の懲役刑に処される。妻が死亡した場合、夫は終身 懲役 に処される。婚姻契約を結ばせるイスラーム法学者 （
‘āqed ）や求婚者 （
khāstgār ） 、その他犯罪に加担した者たちも同じ
刑に処されるか、あるいは犯罪を補助した者に適用される刑罰に処される。これらの者たちに対する裁判に関して 司法省は、実施と審理の方法が規約に定められた特別公判に訴えることが出来る。特別公判で 審議が実施できない場合、審理は一般公判で行わ 。
（
42） 婚姻証明法第二条 （婚姻前に医師の証明書の提出を義務付ける法律） において、婚姻登録所は、婚姻を予定してい 男女双方から伝染病に罹患していないことを証明する医師の証明書を受領した後に、婚姻登録の手続きをすることを定めてる （
Jahāngīr M
anṣūr (ed.), Q
avānīn va M
oqarrarāt M
arbūṭ be K
hānevāde, Tehrān: N
ashr-e  
D
ow
rān, 1390 (kh.)/2011, p.104 ） 。
（
43）
m
ā’m
ūlīn-e ejrā’ī 執行官。民事命令執行法 （
qānūn-e ejrā’ī-ye aḥkām
-e m
adanī ） にお
ける
dādvarz と同義である。執行官は、裁判所又は国立証書・財産登録機構に属
し、財産の差し押さえ等、判決に従った業務を担う。
（
44） 註三五にて言及した一般刑法の第二一四条は、妻に生活費や扶養料を支払わない場合の罰則措置を規定している。
（
45）
m
ajles-e senā. 上院。一九〇六年制定の憲法第三条第四五条に基づき、一九四九年
に設立されたが、一九七九年のイラン革命後に廃止された。八尾師誠・池田美佐子・粕谷元編『全訳
　
イラン・エジプト・トルコ議会内規』東洋文庫、二〇一四
年、一〇、 一四～一六頁では「上院」ではなく「元老院」と訳され、イラン立憲革命 （一九〇五～一一） 期に制定された一九〇六年憲法、ならびに、国民議会 （下院、註四六参照） と 老院 （上院） と 関わりについて説明されている 同書 よると、 「基本法 （
qānūn-e asāsī ） 」はイラン憲政史上憲法第一部を意味するが、当時
これを「
qānūn-e asāsī 」と表記することは珍しく、議員たちも「
neẓām
nām
e-ye 
asāsī 」あるいは「
neẓām
nām
e 」と一般に称した。実際、当時におけるこの憲法第
一部の正式名称は「
neẓām
nām
e-ye asāsī 」であった。一九〇六年一〇月八日に開催
された国民議会第一議会は、政府に基本法 纂を要請し、カージャール朝第五代国王モザッファロッディーン・シャー 在位一八九六年― 〇七） も「この会期中に検討されるだろう」と答えている。だが、基本法草案が国民議会に提出さ
れたのは一九〇六年一二月二六日で、草案をめぐる実質的審議が行われたのは同二六日、二八日、三〇日の三回であった。最も激しく議論されたのは国民議会とは別に設置が予定されている元老院の位置と役割についてであったが、一二月三〇日の審議を経て基本法草案が可決された。全五一条から成るこの憲法第一部は、国民議会 （下院） の構成や管掌範囲、法案の提出および審議の方法、元老院（上院）設置に関する条項が中心だったため、完全ではないとの意見が出され、一九〇七年二月四日 七名の委員から成る憲法補足草案作成委員会が設置された。西洋の諸憲法の原則 精通する進歩的政治思想を有する者たちがメンバーとなっ 同委員会 人権宣言やフランスの諸憲法のみならず、諸国の憲法 も渉猟し、特にベルギー憲法に着目して手本としたという。
（
46）
m
ajles-e show
rā-ye m
ellī. 国民議会。単に「マジュレス」とも呼ばれ、 「国民諮問
評議会」とも訳される。 「家族保護法 （一九六七年六月一五 成立） 」六四頁、註三四参照。
